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 投資財政計画 

 投資財政計画 

令和８年度から令和 12 年度の投資財政計画については、別紙のとおりです。なお、参考とし

て現時点で想定される令和 13 年度から令和 17 年度までの投資財政計画についても別紙で記載

していますが、物価動向等が見込めないことから、令和 12 年度見込額を元に水量見込のみを反

映して試算しています。 

 

 投資計画 

 投資計画の評価 

令和３年３月の投資計画（以下「旧投資計画」という。）では、雨水対策・施設増設は早期

完成に向けて重点的に予算配分し、改築更新（耐震化等含む）は、長期的に施設のリスクを悪

化させないために必要な予算を確保することとし、計画を策定しました。 

策定後、いろは呑龍トンネルの事業実施計画の変更や木津川流域下水道への宇治田原町の編

入に係る施設整備の追加があったほか、予算の確保状況を踏まえて一部事業の実施を先送りに

するなど、投資計画と実態に乖離が生じており、投資計画の見直しが必要となっています。 

 

 投資計画の見直し 

これまでの投資や施設整備等の進捗状況を踏まえ、各事業（雨水対策、施設増設、改築更新

（耐震化・耐水化含む））の優先度を勘案し、各年度の投資額の平準化を図ります。かつ各年

での投資額の偏りが小さい公共投資となるよう、必要な予算を計上し、計画を策定します。 
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① 雨水対策 

いろは呑龍トンネルの令和９年度完成に向けて予算を重点的に配分することとしており、

これまで南幹線管渠、呑龍ポンプ場、調整池等を整備・供用してきました。今後、残る 3 箇

所の公共下水接続施設の整備を推進し、早期の効果発現を図ります。 

② 施設増設 

安定的な汚水処理や汚水処理の広域化を行うための必要な施設整備を推進するため、予算

を重点的に配分することとしており、これまで洛南浄化センタ―の水処理施設Ｅ系列（1/2）

や木津川上流浄化センターの水処理施設上屋、宮津幹線二条化などを整備・供用をしてきま

した。 

今後、宇治田原町の木津川流域下水道への編入に係る施設整備や洛南浄化センターの水処

理施設Ｅ系列の関連施設の整備（中央進入路、急速ろ過施設能力増強）、木津川上流流域下水

道相楽中継ポンプ場のポンプ設備増設などを推進します。 

 

図 7.1 今後必要投資額の見通し（施設増設・雨水） 

 

  

（単位：百万円）

R13 R14 R15 R16 R17

桂川右岸流域 浸水対策

木津川流域 水処理施設

汚泥処理施設

管路施設

宮津湾流域 管路施設

木津川上流流域 水処理施設

管路施設

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

事業費 - 木津川上流 69 21 41 243 245 95 60

事業費 - 宮津湾 155 34 140 15 210

事業費 - 木津川 3,954 1,688 1,036 831 784 747 1,311 856 862 791

事業費 - 桂川右岸（雨水） 422 2,666 2,496 1,547 620 1,217 1,184
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4,600 
4,409 

3,714 

2,636 

1,859 2,059 
2,555 

856 862 791 

幹線管渠二条管増設（宮津幹線20号管渠、加悦谷第1幹線）

調整池、公共下水接続施設

編入関連施設整備（木津川東部幹線整備、郷之口中継ポンプ場能力増強）

B3汚泥消化タンク増設
汚泥濃縮施設増設

新電気棟増築

水処理施設7系列増設上屋整備

A系列高度処理化

E系列関連整備（中央進入路） E系列関連整備（周回道路）

急速ろ過施設能力増強

E系列整備（1/2）

相楽幹線二条管増設、中継ポンプ場ポンプ増設

雨水対策 施設増設凡例：
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③ 改築更新（耐震化・耐水化含む） 

下水道施設の強靭化を図るため、老朽化対策にあっては長期的にリスクを悪化させないた

めに必要な予算を、耐震化にあっては「京都府上下水道耐震化計画」に基づく耐震補強に必

要な予算を配分することとしており、洛西浄化センターの自家発電設備、木津川上流浄化セ

ンターの中央監視制御設備の改築、宮津湾流域下水道幹線管渠の長寿命化（管更生）、各流域

において耐震補強を行うための調査・設計など行ってきました。 

今後、老朽化対策として洛西浄化センターの汚泥濃縮施設・Ｂ系水処理施設、洛南浄化セ

ンターの汚泥乾燥設備、宮津湾浄化センターの汚泥脱水設備・中継ポンプ場の電気設備、木

津川上流浄化センターの汚泥濃縮施設、酸素発生設備の更新を推進するとともに、各流域で

施設の耐震化を併せて実施します。 

 
図 7.2 今後必要投資額の見通し（改築更新・耐震）  

（単位：百万円）

R13 R14 R15 R16 R17

桂川右岸流域 水処理施設

汚泥処理施設

管路施設

木津川流域 水処理施設

汚泥処理施設

管路施設

宮津湾流域 水処理施設

汚泥処理施設

管路施設

木津川上流流域 水処理施設

汚泥処理施設

管路施設

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

事業費 - 木津川上流 768 573 98 519 1,137 1,357 1,150 698 932 1,240

事業費 - 宮津湾 152 209 76 271 180 376 321 500 509 270

事業費 - 木津川 81 299 1,059 1,394 1,803 1,754 1,513 2,716 2,717 2,830

事業費 - 桂川右岸（汚水） 1,066 436 597 666 1,036 2,309 2,765 3,469 3,924 3,714
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2,067 1,517 1,830 

2,850 

4,156 

5,796 5,749 

7,383 8,082 8,054 

自家発電設備更新（No.1）

送風設備更新（No.3送風機） 送風設備更新（No.4送風機以降）

受変電設備更新

沈砂池・第一ポンプ棟、第2ポンプ棟設備更新（スクリーン、ポンプ等）

水処理設備更新（B～D系列、中央監視制御設備）

中央監視制御設備・受変電設備更新（汚泥処理系統）

汚泥脱水設備更新

汚泥濃縮棟建替え・設備更新、汚泥消化施設更新

管路施設更新

耐震補強（B系列、電気棟、送風機棟、A系列）

耐震補強（東幹線、西幹線）

管路施設健全度調査・改築（管更生等）

汚泥脱水設備更新

ろ過設備更新 管理棟設備更新（受変電設備、受変電設備）

中継ポンプ場設備更新

耐震補強（管理棟、1・2系列、ろ過設備）

管路施設等耐震補強（管路、中継ポンプ場）

第1ポンプ棟設備更新（受変電設備、監視制御設備、ポンプ）

中継ポンプ場設備更新（自家発電設備、除塵機） 中継ポンプ場設備更新（ポンプ）

汚泥脱水設備更新① 汚泥脱水設備更新②

汚泥濃縮設備更新 汚泥消化設備更新

第1ポンプ棟設備更新（し渣コンベア）

管理棟電気設備更新①（受変電設備） 管理棟電気設備更新②（監視制御設備）
電気棟受変電設備更新

オゾン発生設備更新

水処理施設設備更新（1系列、酸素発生設備等

耐震補強（中継ポンプ場、管路）

耐震補強（管理棟､第1･2P棟､電気棟等）

管路施設更新

第二ポンプ棟設備更新①（受変電設備） 第二ポンプ棟設備更新②（受変電設備）

水処理設備更新（B・C系列、急速ろ過施設受変電設備、消毒設備、中央監視制御設備）

送風設備等更新（送風機、受変電設備）

汚泥乾燥設備更新

汚泥乾燥機受変電設備更新（1/2）汚泥乾燥機受変電設備更新（2/2）

汚泥濃縮設備更新（重力式）

自家発電設備（5号発電機）増設 自家発電設備（4号発電機）更新
耐震補強（管理棟、B系列※、第1ポンプ棟、第2ポンプ棟、流入渠・放流渠、第1送風機棟など）

耐震補強（宇治幹線、綴喜幹線、向島幹線）
山城中継ポンプ場耐水化

消化ガス発電設備更新

改築更新 耐震化凡例： 耐水化
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④ まとめ 

投資計画を見直し、令和３～12年度の投資総額を約 718億円、令和８～12年度の平均投資

額を年間約 84 億円とする計画としており、令和８～12 年度の平均投資額の内訳は、施設増

設・雨水対策に約 14 億円、改築更新・地震対策・耐水化に約 70 億円となっています。令和

11年度以降は旧投資計画で定めた投資上限を超過していますが、日本下水道事業団への事務

委託や公民連携などの取組を促進することにより、執行体制を確保するほか、国への予算要

望にあたっては、国土強靭化予算を活用するとともに、社会資本整備総合交付金の重点配分

項目や個別補助事業への切り出しを積極的に行うなど、国費支援を最大限有効活用できるよ

う努めます。 

 

 

図 7.3 今後必要投資額の見通し 

※本投資計画は、国庫補助が満額充当される前提の試算であり、また緊急的な施設整備や更新

等により事業の優先順位や金額が変更になることがあります。 
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6,015 
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（単位：百万円）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 総計
改築更新 2,053 1,231 1,313 1,676 3,173 4,113 5,029 6,455 7,482 6,682 39,207
地震対策・耐水化 14 286 517 1,173 983 1,683 720 928 600 1,372 8,276
施設増設 4,178 1,743 1,217 1,089 1,239 842 1,371 856 862 791 14,188
雨水対策 422 2,666 2,496 1,547 620 1,217 1,184 10,152

総計 6,667 5,926 5,544 5,486 6,015 7,855 8,304 8,239 8,944 8,845 71,824

計画期間内(今後 5 年間)の見通し 
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 維持管理計画 

維持管理費については、運転管理委託料、動力費、修繕費などの各項目について計画期間中（令

和 12 年度まで）の必要額を試算しました。処理水量は横ばいとなりますが、諸物価高騰や労務

単価上昇による運転管理委託料や動力費・薬品費等の増が見込まれることから令和 12 年度には

73 億円の維持管理費が必要となる見込です。 

維持管理費の増は市町負担金の増につながりますので、今後もさらなる汚泥の有効利用、省エ

ネ設備の導入・共同化の取組などを図り、維持管理費の削減に努めます。 

また、参考として令和 13 年度から５年間の見込についても示していますが、物価動向等が見

込めないことから、令和 12 年度見込額を元に水量見込のみを反映して試算しています。 

 

 

図 7.4 今後必要な維持管理費の見通し 
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桂川右岸 木津川 宮津湾 木津川上流 雨水 流入下水量

計画期間内の見通し

＜流域内訳＞ （単位：百万円）
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

桂川右岸 2,221 2,470 2,489 2,563 2,573 2,622 2,671 2,722 2,770 2,822 2,817 2,814 2,807 2,802 2,797
木津川 2,148 2,107 2,181 2,162 2,388 2,438 2,490 2,545 2,596 2,650 2,645 2,642 2,633 2,627 2,621
宮津湾 568 596 571 570 632 645 657 671 681 692 689 687 684 681 678

木津川上流 709 795 829 874 907 926 945 964 983 1,003 1,003 1,004 1,004 1,004 1,004
雨水 38 47 53 99 109 111 114 116 118 121 121 121 121 121 121
合計 5,684 6,015 6,123 6,268 6,609 6,742 6,877 7,018 7,148 7,288 7,275 7,268 7,249 7,235 7,221
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 今後の財政収支見通し 

投資計画と維持管理計画を踏まえた今後５年間の収益的収支・資本的収支の見通しは次のと

おりです。なお、市町負担金等の算定方法の見直しについては、導入時期が見込めないことか

ら、今後の財政収支見通しには反映していません。 

 収益的収支の見通し 

 

維持管理負担金については、実績額に応じて精算しており、また資本費に係る他会計補助

金（一般会計繰入金）については減価償却費・資産減耗費（長期前受金戻入を除く）の額で計

上することから収益的収支は均衡する見込です。 

 

 資本的収支の見通し 

 

（単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12

収益的収入 13,845 14,167 14,424 14,683 15,019 15,374

営業収益 7,045 7,147 7,272 7,414 7,549 7,682

維持管理負担金 7,003 7,104 7,228 7,370 7,504 7,636

その他収益 42 43 44 44 45 46

営業外収益 6,800 7,020 7,152 7,269 7,470 7,692

他会計補助金 1,397 1,508 1,590 1,672 1,779 1,901

長期前受金戻入 5,400 5,509 5,558 5,593 5,687 5,787

雑収益 3 3 4 4 4 4

収益的支出 13,845 14,167 14,424 14,683 15,019 15,374

営業費用 13,529 13,841 14,075 14,307 14,584 14,874

職員給与費 247 253 261 269 277 286

維持管理費 6,609 6,742 6,877 7,018 7,148 7,288

減価償却費 6,535 6,708 6,799 6,882 7,021 7,162

資産減耗費 138 138 138 138 138 138

営業外費用 316 326 349 376 435 500

支払利息等 282 291 313 340 398 463

その他支出 34 35 36 36 37 37

0 0 0 0 0 0損　益

（単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12

資本的収入 7,402 9,298 10,121 12,181 12,061 14,399

企業債 2,294 2,748 3,342 5,209 4,478 6,910

他会計出資金 246 260 250 266 267 237

国庫補助金 3,710 4,726 4,754 5,172 5,688 5,658

市町建設負担金 1,152 1,564 1,775 1,534 1,628 1,594

資本的支出 8,676 10,636 11,500 13,607 13,533 15,911

建設改良費 6,365 8,205 8,654 8,589 9,294 9,195

企業債償還金 2,311 2,431 2,846 5,018 4,239 6,716

△ 1,274 △ 1,338 △ 1,379 △ 1,426 △ 1,472 △ 1,512収支差引
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 収入及び支出額の計上方法（算定条件） 

 

 

 維持管理負担金の見通し 

維持管理負担金の今後５年間の見通しについては以下のとおりです。維持管理費の増加に

伴って、維持管理負担金についても増加する見込ですが、維持管理負担金については、実際

に運営に要した費用を市町に負担いただき、実績に応じて翌年度に精算する仕組みとなって

いますので、今後も経費削減の取組を進め、維持管理負担金の低減を図ります。 

① 全流域合計の見通し 

 

図 7.5 維持管理負担金の見通し〔全流域合計〕 

計上方法

維持管理負担金
（汚水・雨水負担金）

維持管理費から算定

維持管理負担金
（資本費）

・企業債元利償還金ベースで算定
・府・市町間の負担割合については令和7年度の割合で計上（実際の割合は今
後の府・市町との協議により決定）

他会計補助金（一般会計繰入
金・高度処理・雨水処理費）

・維持管理費から算定
・高度処理・雨水処理費について負担割合1/2（現行と同様）

他会計補助金（一般会計繰入
金・資本費）

・企業債元利償還金ベースで算定し、減価償却費（長期前受金戻入を除く）の額
までで計上
・府・市町間の負担割合については令和7年度の割合で計上（実際の割合は今
後の府・市町との協議により決定）

長期前受金戻入 減価償却費に対応する国庫補助金、建設負担金等相当額

職員給与費 令和6年度を基準値とし、給与改定率3％を見込む

運転管理費、保守点検費 令和6年度を基準値とし、物価上昇率2％を見込む

動力費、薬品費 令和6年度を基準値とし、水量比例の上、物価上昇率2％を見込む

減価償却費 現在保有資産と投資計画に基づく今後取得予定資産から算定

修繕費 過去5年平均を基準値とし、物価上昇率2％を見込む

支払利息 令和7年6月借入金利である利率1.685％(年利)で計上

企業債 新発債、借換債、資本費平準化債をそれぞれ計上

他会計出資金
一般会計繰入金のうち、減価償却費（長期前受金戻入を除く）の額を超える額を
計上

国庫補助金 現行制度の補助率で計上

市町建設負担金 国庫補助を除いた建設改良費の1/2で計上

建設改良費 投資計画から算定

企業債償還金 30年償還（5年据え置き元利均等）で計上

収
入

収
益
的
収
支

項目

資
本
的
収
支

支
出

支
出

収
入

6,675,169 

7,002,559 

7,104,352 

7,228,312 

7,369,826 

7,504,501 

7,636,209 

6,000,000

6,200,000

6,400,000

6,600,000

6,800,000

7,000,000

7,200,000

7,400,000

7,600,000

7,800,000

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

維持管理負担金（全流域合計）

（単位：千円）
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② 流域毎の見通し 

 

図 7.6 維持管理負担金の見通し〔流域毎〕 

※今後の物価動向や事業進捗状況によって維持管理負担金の見通しが変動する可能性があるほか、府・市町間の資本費負担割合を令和７年度

の割合で見込んでいることから、今後の府・市町との協議結果によって見通しも変動することが考えられます。 

 

 業績指標の目標・経営戦略の事後検証 

経営健全化に関する業績指標とその目標値を定め、経営分析に基づく経営管理を推進します。

そして、引き続き、経費削減や収入確保・計画的な施設の改築更新等に取り組むとともに、各指

標の目標達成状況の把握や検証を通じて経営の現状・課題等を分析し、持続可能な経営に努め

ます。 

また、経営戦略については、毎年、経営審議会で事業の進捗状況や計画との乖離等を確認し、

必要に応じて計画を修正します。 

表 7.1 業績指標の目標 

 

2,644,347 2,703,541 2,728,312 2,766,009 2,814,016 2,857,797 
2,899,502 

2,381,818 

2,588,937 2,636,238 
2,689,032 2,749,499 

2,808,308 2,865,031 

628,618 
691,550 702,381 715,316 727,716 739,973 752,065 

966,799 955,455 973,032 992,222 1,011,489 1,029,917 1,049,675 

53,587 63,075 64,390 65,733 67,105 68,506 69,936 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

桂川右岸流域（汚水） 木津川流域 宮津湾流域 木津川上流流域 桂川右岸流域（雨水）

（単位：千円）

業績指標 R6実績
R10目標
(中間目標)

R12目標 目標設定の考え方

経常収支比率 100.34% 100%以上 100%以上 経常収支の黒字

累積欠損金比率 0.71% 0% 0% 累積欠損金の解消

汚水処理原価 55.83円 60.55円以下 63.45円以下
投資計画・財政計画から見込まれる汚水
処理原価から低減

有形固定資産減価
償却率

24.62% 33.62%以下 36.47%以下
投資計画に基づく改築更新により想定さ
れる率から低減


